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(57)【要約】
イオン注入機のイオンビームを制御するシステムは、イ
オンビームの伝搬方向に垂直な第１の方向に沿って、イ
オンビームの複数のビーム電流測定を実行する検出器を
有する。システムはまた、複数のビーム電流測定に基づ
いて、第１の方向に沿ったビーム電流の変化を含むビー
ム電流分布を決定する分析部と、ビーム電流分布がイオ
ンビームの高さが閾値を下回ることを示す場合、第１の
方向に沿った高さを調整する調整部と、を有する。
【選択図】図１Ａ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　イオンビームの伝搬方向に垂直な第１の方向に沿って、前記イオンビームの複数のビー
ム電流測定を実行する検出器と、
　前記複数のビーム電流測定に基づいて、前記第１の方向に沿ったビーム電流の変化を含
むビーム電流分布を決定する分析部と、
　前記ビーム電流分布が前記イオンビームの高さが閾値を下回ることを示す場合、前記第
１の方向に沿った前記高さを調整する調整部と、を備える、
　イオン注入機のイオンビームを制御するシステム。
【請求項２】
　前記検出器は、前記第１の方向に沿った異なる複数の点それぞれに対して、前記複数の
ビーム電流測定を同時に記録するマルチ画素検出器からなる、
　請求項１に記載のシステム。
【請求項３】
　前記分析部は、前記ビーム電流分布の勾配が過大なビーム電流密度を示す勾配閾値を超
えたかどうかを決定する、
　請求項１に記載のシステム。
【請求項４】
　超えたと決定された場合、前記調整部は、前記イオンビームをデフォーカスする、
　請求項３に記載のシステム。
【請求項５】
　前記分析部は、所定数のビーム調整ループ後にホットスポットの存在が認められる場合
、イオン注入過程を終了し、
　各ビーム調整ループは、ビーム高さがビーム高さ閾値を下回ると決定するステップと、
前記ビーム高さに基づいて前記イオン注入機のパラメータを調整するための信号を送信す
るステップと、を含む、
　請求項３に記載のシステム。
【請求項６】
　前記イオンビームにさらされている間、前記第１の方向に沿って基板を走査する基板ス
キャナーをさらに備え、
　前記分析部は、前記基板スキャナーの走査速度及びステップサイズに基づいて前記閾値
を決定する、
　請求項１に記載のシステム。
【請求項７】
　イオンビームを発生するイオン源と、
　前記イオンビームの伝搬方向に垂直な第１の方向に沿って、前記イオンビームの複数の
イオンビーム電流測定を実行する検出器と、
　命令を備える少なくとも１つのコンピュータ可読記憶媒体を有するコントローラと、を
備え、
　前記命令が実行された場合、前記コントローラは、
　前記複数のイオンビーム電流測定に基づいて、前記第１の方向に沿ったイオンビーム電
流の変化を含むビーム電流分布を決定し、
　前記ビーム電流分布に基づいて前記第１の方向に沿ったビーム高さを計算し、
　前記計算されたビーム高さが閾値を下回る場合、パラメータ調整を実行するための命令
を送信して、前記第１の方向に沿った前記ビーム高さを増大させる、
　イオン注入機。
【請求項８】
　前記検出器は、前記第１の方向に沿った異なる複数の点それぞれに対して、複数のビー
ム電流測定を同時に記録するマルチ画素検出器からなる、
　請求項７に記載のイオン注入機。
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【請求項９】
　前記少なくとも１つのコンピュータ可読記憶媒体は命令を備え、前記命令が実行された
場合、前記コントローラは、前記ビーム電流分布に基づいてイオンビームのホットスポッ
トを特定する、
　請求項７に記載のイオン注入機。
【請求項１０】
　前記少なくとも１つのコンピュータ可読記憶媒体は命令を備え、前記命令が実行された
場合、前記コントローラは、ホットスポットが認められる場合に、前記イオンビームをデ
フォーカスするための命令を送信する、
　請求項９に記載のイオン注入機。
【請求項１１】
　前記少なくとも１つのコンピュータ可読記憶媒体は命令を備え、前記命令が実行された
場合、前記コントローラは、所定数のビーム調整ループ後にホットスポットが認められる
場合に、イオン注入過程を終了し、
　各ビーム調整ループは、ビーム高さがビーム高さ閾値を下回ると決定するステップと、
決定された前記ビーム高さに基づいて前記イオン注入機のパラメータを調整するための信
号を送信するステップと、を含む、
　請求項９に記載のイオン注入機。
【請求項１２】
　前記イオンビームにさらされている間、前記第１の方向に沿って基板を走査する基板ス
キャナーをさらに備え、
　前記少なくとも１つのコンピュータ可読記憶媒体は命令を備え、前記命令が実行された
場合、前記コントローラは、前記基板スキャナーの走査速度及びステップサイズに基づい
て前記閾値を決定する、
　請求項９に記載のイオン注入機。
【請求項１３】
　イオンビームの伝搬方向に垂直な第１の方向に沿って、前記イオンビームの複数のイオ
ンビーム電流測定を実行する検出器と、
　命令を備える少なくとも１つのコンピュータ可読記憶媒体を有するコントローラと、を
備え、
　前記命令が実行された場合、前記コントローラは、
　前記複数のイオンビーム電流測定に基づいて、前記第１の方向に沿ったイオンビーム電
流の変化を含むビーム電流分布を決定し、
　前記ビーム電流分布に基づいて、前記第１の方向に沿った位置の関数としてのイオン電
流の変化を含むイオン電流勾配を計算し、
　前記イオン電流勾配が閾値を上回る場合、イオン注入機のパラメータを動的に調整する
ステップを含む、ビーム調整を実行するための命令を送信する、
　イオン注入機。
【請求項１４】
　前記検出器は、前記第１の方向に沿った異なる複数の点それぞれに対して、複数のビー
ム電流測定を同時に記録するマルチ画素検出器からなる、
　請求項１３に記載のイオン注入機。
【請求項１５】
　前記少なくとも１つのコンピュータ可読記憶媒体は命令を備え、前記命令が実行された
場合、前記コントローラは、前記イオン電流勾配が閾値を上回る場合に、前記イオンビー
ムをデフォーカスするための信号を送信する、
　請求項１３に記載のイオン注入機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本出願は、２０１３年５月３日に出願された米国特許仮出願６１／８１９，０８０の優
先権を主張するものである。
【０００２】
　本発明は、イオン注入装置、より具体的には、イオン注入装置におけるイオンビームの
均一性制御に関する。
【背景技術】
【０００３】
　半導体エレクトロニクス、太陽電池、及び他のテクノロジーにおける現代の製造は、シ
リコン及び他の種類の基板をドーピング又は他の改良を行うために、イオン注入機システ
ムに依存している。典型的なイオン注入機システムは、イオンビームを発生し基板にそれ
を導くことでドーピングを行い、イオンはその表面下で停止する。多くの応用では、スポ
ットビーム又はリボンビームのような、定まった形状及びイオンビーム面積を有するイオ
ンビームが、基板にわたって走査され、イオンビーム領域よりも広範な基板領域に種を注
入する。あるいは、基板が、静的ビームに対して走査され、又は、基板とビームの両方が
互いに対して走査される。これらの任意の状況における多くの応用では、基板がその大部
分にわたり均一に注入される必要がある。
【０００４】
　イオンビームがもたらす１つのタイプの不均一性は、「マイクロ不均一性（micrononun
iformity）」と名付けられ、基板上のイオンドーズ量を変化させる規則的なパターンとし
て現れる。そのようなパターンは、例えば、基板を特定の方向に走査する時に観測される
イオンドーズ量の変化のストライプとして現れる。他の不均一性は、「ホットスポット」
のようなイオンビーム内のビーム電流密度の急な変化にも関連付けられる、イオンビーム
特性の高頻度な変動に起因する。典型的には、そのような不均一性は基板が加工される後
まで検出されない。さらに、所定の応用の要求によっては、コンマ数パーセントかさらに
低いイオンドーズ量の不均一性でさえも容認できない。従って、未検出のマイクロ不均一
性によって、使用不可能な製品を意図せず製造する可能性がある。本改良が必要とされる
のは、これら及び他の検討に関してである。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　実施形態は、イオンビームを制御するための装置及び方法に関する。１つの実施形態で
は、イオン注入機のイオンビームを制御するシステムは、イオンビームの伝搬方向に垂直
な第１の方向に沿って、前記イオンビームの複数のビーム電流測定を実行する検出器を有
する。前記システムはまた、前記複数のビーム電流測定に基づいて、前記第１の方向に沿
ったビーム電流の変化を含むビーム電流分布を決定する分析部と、前記ビーム電流分布が
前記イオンビームの高さが閾値を下回ることを示す場合、前記第１の方向に沿った前記高
さを調整する調整部と、を有する。
【０００６】
　他の実施形態では、イオン注入機は、イオンビームを発生するイオン源と、前記イオン
ビームの伝搬方向に垂直な第１の方向に沿って、前記イオンビームの複数のイオンビーム
電流測定を実行する検出器と、を有する。前記イオン注入機はまた、命令を備える少なく
とも１つのコンピュータ可読記憶媒体を有するコントローラも有し、前記命令が実行され
た場合、前記コントローラは、前記複数のイオンビーム電流測定に基づいて、前記第１の
方向に沿ったイオンビーム電流の変化を含むビーム電流分布を決定し、前記ビーム電流分
布に基づいて前記第１の方向に沿ったビーム高さを計算し、前記計算されたビーム高さが
閾値を下回る場合、パラメータ調整を実行するための命令を送信して、前記第１の方向に
沿った前記イオンビーム高さを増大させる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１Ａ】例示的なイオン注入機を示す。
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【図１Ｂ】例示的な制御システムを示す。
【図２】第１の組のイオンビーム条件による基板加工の結果を示す平面図である。
【図３Ａ】イオンビームの進行方向に一般的には垂直な第１の方向に沿って、第１の組の
条件により生成されるイオンビームの例示的なビーム電流分布を示す。
【図３Ｂ】第１の方向に垂直で、かつ、イオンビームの進行方向に一般的には垂直な第２
の方向に沿った、図３Ａのイオンビームの例示的なビーム電流分布を示す。
【図４Ａ】イオンビームの進行方向に一般的には垂直な第１の方向に沿って、第２の組の
条件により生成されるイオンビームの例示的なビーム電流分布を示す。
【図４Ｂ】第１の方向に垂直で、かつ、イオンビームの進行方向に一般的には垂直な第２
の方向に沿った、図４Ａのイオンビームの例示的なビーム電流分布を示す。
【図５Ａ】イオンビーム及び例示的なビーム電流検出器の平面図を示す。
【図５Ｂ】図５Ａのビーム電流検出器の１つの変形を示す平面図である。
【図６】第１の例示的なロジックフローを示す。
【図７】第２の例示的なロジックフローを示す。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　ここで述べる実施形態は、イオン注入機でイオンビームを処理又は制御するための装置
を提供する。イオン注入機の例は、ビームラインイオン注入機を含む。本実施形態に包含
されるイオン注入機は、円又は楕円の一般的な形状を有する断面となる「スポットイオン
ビーム」を発生するイオン注入機及び細長い断面を有する「リボンイオンビーム」又は「
リボンビーム」を発生するイオン注入機を含む。当業者は、スポットビームの断面形状が
、不規則な形状も有することを容易に認識できる。本実施形態では、システムは、イオン
注入システム（イオン注入機）のイオンビーム均一性を動的に制御するために提供される
。システム（ここでは、「制御システム」ともいう）は、イオンビームのイオンビーム電
流を測定又はサンプルするために用いる検出器（又は検出システム）と、サンプルされた
イオンビーム電流に基づいてイオンビームの不均一性を決定する分析部と、決定された不
均一性によりイオン注入機のパラメータを調整する調整部とを有する。イオン注入機に対
する調整は、動的な手法で実行される。すなわち、イオンビームがイオン注入機を通って
導かれ、測定される間、イオンビーム特性を制御するパラメータは、動的に調整される。
この過程は、不均一性が閾値を下回ったことをサンプルされたイオンビーム電流が示すま
で、イオン注入装置のパラメータの調整を通じてイオンビーム特性を調整するよう繰り返
し試みる閉ループで実行される。
【０００９】
　従って、本実施形態は、半導体ウエハのような基板に生成されるマイクロ不均一性に対
する潜在的な原因をリアルタイムに検出する。これにより、基板加工の完了後にマイクロ
不均一性を検出するのみの現在のアプローチよりも利点があり、この利点は、完全なデバ
イスが一束以上の基板で製造された後か、又は注入過程が完了して拡張オフライン測定が
行われた後にもたらされる。基板のマイクロ不均一性パターンを生成する要因である、イ
オン注入機内の条件をリアルタイムに検出することは、イオンビームを調整又は「チュー
ニング」するための自動閉ループ制御を容易にする。これは、より最適なセットアップ過
程及び／又は性能をもたらし、イオン注入機の様々なハードウェア部を用いて、予防保全
操作後の不適当な再構築を含む問題を容易に検出する。
【００１０】
　図１Ａは、本実施形態に沿って、ビームラインイオン注入機のハードウェア又は構成部
を動的に調整するために使用する、ビームラインイオン注入機１０２及び制御システム１
０４のアーキテクチャ１００を示す。ビームラインイオン注入機１０２は、イオン源１０
６、磁気アナライザー１０８、コレクターマグネット１１２、及び基板ステージ１１４を
含む様々な従来の構成部を有する。様々な実施形態では、ビームラインイオン注入機１０
２は、スポットタイプイオンビーム又はリボンビームのようなイオンビーム１１８を発生
させる。ビームラインイオン注入機１０２は、イオン源１０６から基板１１６まで伝搬す
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る間に、イオンビーム１１８を整形、フォーカス、加速、減速、及び曲げることができる
、様々な付加的なビーム加工部を有する。例えば、静電スキャナー１１０は、基板１１６
に対してイオンビーム１１８を走査するために提供される。
【００１１】
　ビームラインイオン注入機１０２は、いくつかの実施形態ではファラデー検出器である
、１つ以上のビーム電流検出器１２０も有する。検出器１２０は、ビームラインイオン注
入機１０２内の様々な位置に配置され、様々な実施形態では静的又は可動的である。ある
注入機光学要素に電力を供給する基幹電源の電流出力もモニターされる。すなわち、電源
は、「検出器」としての役割も果たす。図１Ｂでさらに示すとおり、検出器１２０は、制
御システム１０４の一部を形成し、ビームラインイオン注入機１０２の１つ以上のパラメ
ータを動的に調整してイオンビーム１１８の変動を低減する。調整されたパラメータは、
図１Ａに示した構成部に加えて、フォーカス要素、イオンビームレンズ、可動アパーチャ
ー、ビームステアリング部のような任意のイオンビーム加工要素を含むビームラインイオ
ン注入機１０２の１つ以上の構成部と関連付けられる。実施形態は、この面に限定されな
い。
【００１２】
　ここで、図１Ｂに移って、様々な実施形態に沿った制御システム１０４の詳細を示す。
以下で詳説するとおり、制御システムは一般的に検出器を有し、検出器は、それぞれ１つ
以上の段階でイオンビームのビーム電流測定を１回以上実行するよう構成される。制御シ
ステムは、１回以上のビーム電流測定に基づいてイオンビームの特性を決定するために用
いる分析部も有する。制御システムは、イオン注入機のパラメータを調整する調整部も有
し、イオンビームの特性の変動によって生成される不均一性を低減する。様々な実施形態
では、制御システムは、例えば、分析部の結果に基づいてイオンビームのビームサイズを
増大させるようにパラメータを調整する。これは、一般的に未検出となるイオンビームの
高頻度な変動の効果を避けるために特に有用である。そのような高頻度な変動は、１０ｋ
Ｈｚ又はそれよりも高い周波数で起き、特に、イオンビームサイズが閾値を下回り、及び
／又は、イオンビーム電流の勾配が他の閾値よりも大きいという状況で、基板にわたって
注入ドーズ量の不均一性を誘起する。制御システム１０４、特に、分析部及びビーム調整
部は、イオンビームがイオン注入装置で発生する間、イオンビームの変動を動的に低減す
るよう構成される。特に、第１の方向に沿ったイオンビーム電流のビーム高さ及び／又は
勾配の動的な調整が、イオンドーズ量の不均一性を低減するように実行され、実行されな
い場合、基板が第１の方向、すなわち、ビーム高さの方向に沿って走査される時に、不均
一性が生じる。
【００１３】
　示した実施形態では、制御システム１０４は、イオンビーム１１８のビーム部分１１８
Ａを受信してイオンビーム電流及びイオンビーム電流の変動を測定及び決定し、イオンビ
ーム電流の決定された変動に基づいて適切にビームラインイオン注入機１０２のパラメー
タを調整するように構成される。制御システム１０４は、１つ以上の検出器１２０、分析
部１２４、及び調整部１２６を有する。様々な実施形態では、検出器１２０によって受信
されるビーム部分１１８Ａは、全イオンビーム１１８であるか、又は全イオンビーム１１
８に満たない一部のみである。
【００１４】
　制御システム１０４及びその中の構成部は、様々なハードウェア要素、ソフトウェア要
素、又は両方の組合せを備える。ハードウェア要素の例は、デバイス、構成部、プロセッ
サ、マイクロプロセッサ、マイクロコントローラ、回路、回路素子（例えば、トランジス
タ、抵抗、コンデンサー、インダクタなど）、集積回路、特定用途向け集積回路（applic
ation specific integrated circuits (ASIC)）、プログラマブルロジックデバイス（pro
grammable logic devices (PLD)）、デジタル信号プロセッサ（digital signal processo
rs (DSP)）、フィールドプログラマブルゲートアレイ（field programmable gate array 
(FPGA)）、メモリ部、ロジックゲート、レジスタ、半導体デバイス、チップ、マイクロチ
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ップ、チップセットなどを含む。ソフトウェア要素の例は、ソフトウェア部、プログラム
、アプリケーション、コンピュータプログラム、アプリケーションプログラム、システム
プログラム、マシンプログラム、オペレーティングシステムソフトウェア、ミドルウェア
、ファームウェア、ソフトウェアモジュール、ルーチン、サブルーチン、関数、メソッド
、プロシージャー、ソフトウェアインターフェース、アプリケーションプログラムインタ
ーフェース（application program interfaces (API)）、命令セット、計算コード、コン
ピュータコード、コードセグメント、コンピュータコードセグメント、ワード、数値、符
号、又はそれらの任意の組合せを有する。実施形態がハードウェア要素及び／又はソフト
ウェア要素を用いて実装されるか否かの決定は、所定の実装に対して要求される、所望の
計算レート、電力レベル、耐熱性、処理サイクルへの割当量、入力データレート、出力デ
ータレート、メモリ資源、データバス速度、及び他の設計又は性能の制約のようないくつ
もの要因に従って変化する。
【００１５】
　以下の議論において、特定の方向に沿ったイオンビーム「高さ」及び「ビーム電流分布
」と呼ばれる当該方向に沿った位置の関数としてのビーム電流の変化を検出するための様
々な実施形態を開示する。これらの特性の測定は、イオン注入パラメータの調整を実行す
べき時を決定するために用いられる。
【００１６】
　いくつかの例では、イオンビームのビーム電流は連続的に測定され、イオンビームから
のビーム電流データは、連続的、断続的、又は周期的な方法で分析される。
【００１７】
　以下でさらに詳述するとおり、制御システム１０４により、リアルタイムにイオンビー
ム変動を低減することができ、基板加工中のイオンビーム変動に起因する、基板にわたる
イオンドーズ量のマイクロ不均一性のような潜在的な問題を防ぐか迅速に排除することが
できる。特に、様々な実施形態では、制御システム１０４は、ビームサイズ、ビーム形、
及び数千Ｈｚよりも高い周波数の高頻度な変動を含むビーム特性の変動に関連するイオン
ビームのビーム電流の変動を特定し、低減又は排除するよう動作する。
【００１８】
　図２は、イオンビーム２０２の進行方向の下流に見える基板１１６のイオン注入の平面
図を示す。この見方では、イオンビーム２０２は、断面によって示すとおりスポットビー
ムの形状を有し、任意の所定の段階で基板１１６に衝突する。イオンビーム２０２は、図
２に示すとおり、一般的に基板の左から右まで前後に走査される。いくつかのケースでは
、走査は、示したデカルト座標系のＸ軸（「Ｘ方向」ともいう）に平行な方向で実行され
る。しかしながら、他の走査パターンも可能である。同時に、基板１１６は、Ｙ軸に平行
な方向に沿って、基板ステージ１１４によって駆動される。一般的に右から左又はその逆
のイオンビームの走査は、Ｙ方向に沿った基板ステージの移動と合わせられ、イオンビー
ム２０２を基板１１６全体又は基板１１６の所望の大きさ部分に注入できる。Ｚ方向は、
基板１１６でのイオンビーム２０２の伝搬方向を表す。
【００１９】
　図２にさらに示すとおり、イオンビーム２０２は、Ｙ軸に平行な方向に沿ったビーム高
さＨＢ及びＸ軸に平行な方向に沿ったビーム幅ＷＢによって特徴付けられる。従って、一
般的にビーム高さＨＢは、基板移動の方向に平行な方向のイオンビーム２０２の広がりと
なる。基板１１６がＹ軸に平行な方向に沿って駆動される一方で、イオンビーム２０２が
Ｘ軸に平行な方向に沿って走査される場合、イオンビーム２０２は、ゾーン２０４、２０
６のような一連の注入ゾーンを生成し、これらは基板１１６への均一なイオンの注入をも
たらすための設計パターンに従って重なる。
【００２０】
　図３Ａ及び３Ｂは、イオンビーム電流の変動、すなわち、イオンビーム２０２のビーム
電流分布２０３を示す。図３Ａ及び３Ｂは、Ｘ及びＹ方向の位置の関数としてビーム電流
（Ｉ）をプロットし、イオンビーム２０２の特性のさらなる詳細を提供する。図示したと
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おり、位置の関数としてのイオンビーム電流は、一般的に、２つの互いに垂直な方向でガ
ウシアン型となる。パラメータビーム幅ＷＢ、ビーム高さＨＢは、所定の電流レベル３０
０を超えるイオンビーム２０２のサイズに基づいて定義される。均一なイオン注入のパタ
ーンを生成するためには、ビーム幅ＷＢ、ビーム高さＨＢの制御を含む、イオンビーム１
１８の形状及びサイズの制御が重要である。例えば、位置の関数としての電流Ｉの値の変
化は、ゆるやかであることが理想的である。
【００２１】
　イオンビーム２０２は、基板１１６に向かって伝搬する時に、複数の異なるビームライ
ン部に左右されるので、イオンビーム２０２は、イオン注入機の構成部が最初に作動する
時に、ビーム特性を所望の特性から変化又は逸脱させる様々な外乱を受ける。特に、ビー
ムサイズ及びビーム電流分布は、所望のサイズ及びビーム電流分布から変動し、外れる可
能性がある。図４Ａ及び４Ｂは、他のビーム電流分布を示し、イオンビーム２０２と異な
る特性を有する他のイオンビームに対するＸ及びＹ方向の位置の関数としてイオンビーム
電流（Ｉ）をプロットする。図示したとおり、イオンビーム電流分布４０２、４０６は、
Ｘ及びＹ方向のそれぞれで非ガウシアン型となり、イオンビーム２０２の対応するＷＢ及
びＨＢとは異なるビーム幅ＷＢ２、ビーム高さＨＢ２の値を示す。図４Ｂに示した特定の
例では、ＨＢ２はＨＢよりも小さく、均一なイオン注入を達成するために要求される値よ
りも小さい。さらに、Ｙ方向に沿った位置の関数としてのＩの変化によって表したビーム
電流密度分布は、要求されるよりも大きな傾斜を示す。例えば、イオンビームの中心領域
では、鋭いピーク電流がはっきりと表れ、その中心領域について、電流はＹ方向に沿った
位置の変化とともに急速に減少する。同様の特性は、図４Ａに示すとおり、Ｘ方向ではっ
きりと表れる。ビーム電流密度分布のこのタイプの鋭い勾配は、基板１１６がＹ方向に沿
って移動する一方で、イオンビームがＸ方向に沿って前後に走査される場合に、均一なイ
オン注入を維持することに対して特に問題となる。
【００２２】
　特に、分布を図４Ａ及び４Ｂに示したイオンビームの特徴は、領域４０４のような「ホ
ットスポット」の特性となり、ビーム電流は位置の関数として急速に変化し、単位面積あ
たりのビーム電流密度は、過大であるか所望の値よりも大きい。そのようなビームが基板
にわたって走査される場合、注入される基板の全面積にわたって均一なイオンドーズ量を
提供することが困難であるか不可能である。これは、リアルタイムに検出できないことが
典型的であるイオンビーム特性の高頻度な変動のケースで特に問題となる。
【００２３】
　本実施形態に従うと、検出システム及び技術は、ビーム高さ及び／又はホットスポット
問題が生じる時をトリガーとして、イオンビームの閉ループ調整を実行するよう提供され
、注入ドーズ量の不均一性を低減又は排除する。図５Ａは、例示的な検出器５００及び検
出器によって測定されるイオンビーム５０２の平面図を示す。このケースでは、イオンビ
ーム５０２は、（示していない）基板に向けて下流に見た断面内で示される。異なる実装
では、検出器５００は、イオンビーム５０２の全て又は全イオンビームに満たない一部の
イオンビーム５０２を受けるよう配置される。図５Ａに示すとおり、イオンビーム５０２
は、一般的に上述したようなスポットビームである。例えば、イオンビーム５０２は、Ｘ
軸に平行な方向に沿って前後にラスター化する。基板ステージは、Ｙ軸に平行な方向に沿
ってイオンビーム５０２に対して基板を移動させる。基板内で均一な注入ドーズ量を保証
するために、検出器５００は、（図５ＡにＨ３で表した）ビーム高さ及びビーム電流密度
勾配を含むイオンビーム５０２のパラメータを測定するよう構成される。
【００２４】
　様々な実施形態では、検出器５００は、同時に複数のイオンビーム電流測定を実行する
ように構成される。例えば、検出器５００は、個々の電流測定をイオンビームに沿った異
なる複数の点で実行する、マルチ画素のプロファイラーとして構成される。１つの例では
、説明の目的で、電流は、Ｙ軸に平行な方向、又はこの例の「ビーム高さ」方向に沿って
異なる位置に分布する一連のポイントＰ１からＰ６で個々に検出される。従って、所定の
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段階で、又は所定の間隔で、一連の６つの異なるイオンビーム電流測定が、異なる位置Ｐ
１からＰ６に対応して行われる。このタイプの測定はビーム電流分布を生成し、Ｙ軸に沿
った異なる位置に対するイオン電流を記録する。そのような測定は、イオン注入機パラメ
ータの調整がイオンビーム特性を調整するために実行されるべきか否かを決定するために
、ビーム高さ（Ｈ３）の情報及びイオンビーム電流密度勾配の情報を抽出するよう用いら
れる。もちろん、他の実装では、多くのより分離したビーム電流測定が所定の方向に沿っ
て行われ、ビーム高さ決定の精度を改善する。
【００２５】
　図５Ｂは、検出器５００の１つの変形を示し、検出器画素５０８の２次元アレイが、イ
オンビーム５０２の細かい部分を受けるよう各々配置される。１つの実装では、個々のビ
ーム電流は、示した個々の領域５１２－５２２内でサンプルされ、その各々が、複数の画
素によりビーム電流を記録する。各領域５１２－５２２は、上述したポイントＰ１－Ｐ６
のような、Ｙ軸に関する様々な座標に対応する。この手法では、Ｙ軸に沿ったビーム電流
プロファイリングは、イオンビーム５０２の全断面にわたってサンプルするように実行さ
れる。さらなる実施形態では、所望の方向に沿ったビーム高さ及び／又はビーム電流分布
を測定するための他の既知の検出器構成が可能である。
【００２６】
　本実施形態に沿って、ビーム高さ及び／又はビーム電流分布情報がひとたび収集される
と、イオンビーム特性は、閉ループチューニング過程で調整される。例えば、検出器５０
０は、図１Ａの検出器１２０の１つ以上の位置に配置される。検出器５００の位置に依存
して、分析部１２４は、調整部１２６によって変わるイオン注入機の適切なパラメータを
決定する。例えば、調整部１２６がコントローラに含まれるような実施形態では、コント
ローラは、様々な構成部、可動アパーチャーなどの電源を有する複数のビームライン部に
結合される。
【００２７】
　コントローラは、選択されたパラメータで付加的に事前構成される。当該パラメータは
様々な構成部で調整され、必要に応じてイオンビーム高さを増大させ、かつ、ホットスポ
ットの存在を低減するよう試みる。１つの例では、調整部１２６は、制御信号を送信する
よう設計された制御ソフトウェアを有する。当該制御信号により、イオン注入機の選択さ
れた１つ以上のパラメータを再チューニングして、イオンビーム高さの閾値を超えてビー
ム高さを増大させる。このように、いくつかの実施形態では、調整部及び／又は分析部は
、検出器５００の位置に基づいて調整される適切なハードウェア／パラメータの決定を実
行する。同様に、制御ソフトウェアは、イオン注入機の選択された１つ以上のパラメータ
を再チューニングして、ホットスポットを減少させるための制御信号を送信するよう設計
される。これにより、Ｙ方向に沿ったビーム電流勾配、すなわち、Ｙ方向に沿ったビーム
電流の変化の割合を低減する。例えば、検出器５００がフォーカス要素の下流に位置する
場合、制御信号は調整部によって送信され、パラメータを調整するようフォーカス要素を
導き、ホットスポットが定められた場合にイオンビームをデフォーカスする。いくつかの
実施形態では、複数の制御信号は、複数の異なるイオン注入機構成部の各パラメータを調
整するために送信される。この複数の制御信号は、異なる実装の異なるイオン注入機構成
部に、繰り返し又は平行して送信される。
【００２８】
　イオンビーム電流の検出、イオンビーム特性の分析、及びイオン注入機パラメータの調
整は、イオンビーム特性が容認できる範囲内となるまで、一連のビーム調整閉ループで実
行される。１つの例では、各ビーム調整ループは、検出されたイオンビームのビーム高さ
が閾値を下回ると決定するステップと、検出されたビーム高さに基づいてイオン注入機の
１つ以上のパラメータを調整するための信号を送信するステップとを含む。他の例では、
各ビーム調整ループは、所定の方向に沿った位置の関数として検出されたビーム電流の変
化（ビーム電流勾配）が非常に大きいように決定するステップと、その後続く、検出され
たビーム電流勾配に基づいてイオン注入機の１つ以上のパラメータを調整するための信号
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を送信するステップとを含む。例えば、フォーカス電極に印加する電圧を調整して、調整
したソースマニピュレータのＺギャップについて磁気四重極レンズの強度を変え、ビーム
ラインで磁気四重極レンズの強度を調整して、ビーム電流分布を調整する。
【００２９】
　様々な実施形態では、ホットスポット、又はビーム高さが閾値を下回ることを検出した
後、多くのビーム調整ループは、イオンビーム特性を調整するために実行される。いくつ
かの実施形態では、制御システム１０４のような制御システムは、例えば、イオンビーム
高さが非常に小さいか、又はホットスポットが存続する場合に、所定数のビーム調整ルー
プが実行された後、イオンビーム加工を終了するよう構成される。これは、イオン注入装
置が、許容できる範囲内にイオンビーム電流変動をもたらす構成部を自動的に修正するこ
とができず、手動による介入が必要であるという、操作者に対する合図となる。１つの特
定の実装では、所定数のビーム調整ループ後に、続けて実行されるイオンビーム測定が、
選択された１つ以上のパラメータの再チューニングがイオンビーム特性を所望のとおりに
改善していないことを示す場合、制御システム１０４は、イオンビームがウエハステージ
に入射できないように構成される。例えば、制御システム１０４は、検出した１つ以上の
ビーム問題に対する原因が特定され、他の方法によって修正されるまで、ウエハ加工を停
止できるインターロックに制御信号を送信する。
【００３０】
　開示したアーキテクチャの新規な態様を実行するための例示的な方法論を代表する１組
のフローチャートをここに含める。説明の簡略化のために、ここで示した１つ以上の方法
論を、例えば、フローチャート又はフロー図の形式で、一連の動作として図示及び記載す
るが、方法論は動作の順序に限定されず、いくつかの動作は、これに従って、ここで図示
及び記載したものとは異なる順序で生じ、及び／又はここで図示及び記載したもの以外の
動作と同時に生じるものと理解及び認識すべきである。例えば、当業者は、あるいは状態
図のような相互に関係のある一連の状態又はイベントとして方法論を表わすこともできる
ということを理解及び認識するであろう。さらに、方法論で示した全ての動作が、新規の
実装に対して要求されるわけではない。
【００３１】
　図６は、ビーム電流均一性の制御に対する第１の例示的なフロー６００を示す。ブロッ
ク６０２でフローが開始する。ブロック６０４では、ビーム高さ測定が実行される。ブロ
ック６０６では、電流密度勾配計算が、検出したイオンビームに対して実行される。電流
密度勾配計算は、ビーム高さを決定するために用いる方向と同一の方向に沿って検出した
ビーム電流に基づく。ブロック６０８では、任意のホットスポットが検出されるか否かに
関する決定を行う。ホットスポットは、閾値を超えた過度な密度勾配に対応する。ホット
スポットが検出されない場合、フローはブロック６１４に進み、イオン注入が現在のイオ
ン注入機パラメータを用いて実行される。ブロック６０８でホットスポットが検出される
場合、フローはブロック６１０に進む。
【００３２】
　ブロック６１０では、ビーム調整試行回数が限度を超えたか否かに関する決定を行う。
超えていれば、フローはブロック６１６に進み、イオン注入過程が停止する。限度を超え
ていない場合、フローはブロック６１２に進み、イオン注入装置の１つ以上の選択パラメ
ータの調整が実行される。その後、フローは、ブロック６０４に戻る。
【００３３】
　図７は、ビーム電流均一性の制御に対する第二の例示的なフロー７００を示す。ブロッ
ク７０２では、初期パラメータがイオン注入装置のイオンビームを発生させるために設定
される。ブロック７０４では、イオンビームで注入される基板を走査するための基板ステ
ージに対して、走査速度及びステップ高さパラメータを受信する。ブロック７０６では、
ビーム高さ閾値が、受信した走査速度及びステップ高さパラメータに基づいて基板に対し
て決定される。ブロック７０８では、イオンビーム電流の複数の測定が、第１の方向に沿
った複数のポイントで実行される。ブロック７１０では、実験的なビーム高さが、複数の
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測定に基づいて計算される。
【００３４】
　ブロック７１０の後、フローはブロック７１２に進み、実験的なビーム高さがビーム高
さ閾値を下回るか否かに関する決定を行う。下回らない場合、フローはブロック７１８に
進み、イオン注入が現在のパラメータを用いて実行される。下回らない場合、フローは、
ブロック７１４に進み、ビーム調整試行回数が限度を超えたか否かに関する決定を行う。
超えていれば、フローはブロック７２０に進み、イオン注入過程が停止する。超えていな
い場合、フローはブロック７１６に進み、イオン注入装置の１つ以上の選択パラメータの
調整が実行され、ビーム高さが増大する。その後、フローは、ブロック７０８に戻る。
【００３５】
　本開示は、ここで記載した所定の実施形態による範囲に限定されるべきではない。事実
、ここで述べた実施形態に加えて、本開示の他の様々な実施形態及び本開示に対する修正
が、先の記載及び付随した図面から当業者にとっては明白であろう。従って、そのような
他の実施形態及び修正は、本開示の範囲内にあるものとする。さらに、特定の目的のため
に、特定の環境で、特定の実装という面で、本開示をここで述べたが、当業者は、その有
用性がこれに限定されず、本開示がいくつもの目的のために、いくつもの環境で、好適に
実装できることを認識するであろう。従って、以下に明示した請求項は、ここで述べた本
開示の全範囲及び精神に鑑みて解釈されるべきである。

【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図２】

【図３Ａ】

【図３Ｂ】
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【図４Ｂ】

【図５Ａ】

【図５Ｂ】

【図６】 【図７】
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